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1．はじめに 

 

 米国の特許権侵害訴訟は、①損害賠償制度（懲罰的損害賠償を含む）、②高額の証拠開示

制度（ディスカバリー）、③陪審制度（陪審員による事実認定）などの独自の制度を採用す

る。技術に十分に精通していない陪審員が訴訟の帰趨を左右し、また、故意侵害と認定さ

れた場合には損害賠償額が実損の最高３倍まで増額されるなど、米国の特許権侵害訴訟は

予測困難でリスクが高い。 

 

 本紙は、上記①～③のうち、損害賠償制度に関連する「特許表示」を紹介する。米国で

は特許表示の有無が損害賠償額に大きく影響する。米国企業による特許出願は方法クレー

ムを多く含むが、これは、方法クレームには特許表示義務が課されていないことも一因と

言われている。 

 

 また、本紙では、故意侵害、とりわけ故意侵害に関連する「米国弁護士による鑑定」も

併せて紹介する。Halo Electronics, Inc v. Pulse Electronics, Inc事件（2016年6月米国最高裁）

によって、故意侵害の成立要件および立証基準が緩和された。その判例を考慮すると、「米

国弁護士による鑑定」は防御戦略として重要である。 

 

 以下、米国特許訴訟において損害賠償額に影響を与える「特許表示」と「故意侵害」を

紹介する。 
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